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議案第８号 

 

   東広島市都市交通マスタープランの改定について 

 

（地域振興部地域政策課）  

 

１ 提案の理由 

  都市づくりと交通施策等とを一体的な取組として、総合的に調和のとれた交通

施策を体系的に実施していくため、本市における総合的な交通施策の基本方針と

して定めた東広島市都市交通マスタープランを改定しようとするものである。 

２ 計画の概要 

 (1) 目標年次 

   令和１２年 

 (2) 目指す都市交通の姿 

   人と環境にやさしく、誰もが自立して安全・快適・自由に移動でき、サービ

スを享受できる未来都市 

 (3) 都市交通の目標 

   豊かで質の高い暮らしを支え、多様な価値や交流の創造に貢献する交通シス

テムの構築 

 (4) 将来交通計画の基本理念と基本方針 

   Ｗｅｌｌ－ｂｅｉｎｇに向けたこれからの交通システムの考え方として、「

経済性」、「効率性」を追求した「広域」、「高速」、「大量」といった従来

の交通システムの構築に加えて、「人を中心」とした交通・移動の選択肢を増

やすなかで、「近距離」、「低速」、「小規模」といった視点を加えた重層的

な交通システムの構築を目指すため、３つの基本理念及びその基本方針並びに

これらを支えるモビリティ・マネジメントを次のとおり定める。 

  ア 日常生活を支える交通 

    日常生活施設が集積する都市拠点内と地域拠点内又は拠点間の移動の円滑

化を図り、誰もが安全で快適な暮らしができる移動環境を構築する。 

   (ｱ) 生活インフラとしての交通網の構築 



 

‐２‐ 

     通勤、通学、買物、通院等の生活に欠かせない移動を円滑にする交通網

を構築する。 

   (ｲ) 徒歩・自転車環境の整備促進 

     近距離移動の主要な手段となる徒歩、自転車移動を円滑にする安全な環

境を促進する。 

   (ｳ) バリアフリー化の促進 

     駅、主要バス停等の交通結節点やその周辺のバリアフリー化を促進す

る。 

  イ 都市の活力を促す交通 

    大学、試験研究機関、産業団地、広域交通拠点等を利便性の高い交通ネッ

トワークで結ぶことで企業立地・企業活動活性化を図るとともに、市域内

外の人や物の円滑な流れを促進し、都市の活力向上に寄与する。 

   (ｱ) 社会・経済活動を支える交通網の構築 

     大学、試験研究機関、産業団地等への円滑な人と物の流れを促進する交

通網を構築する。 

   (ｲ) 広域移動環境の整備 

     広島空港、新幹線駅、高速道路等へのアクセスを向上させる。 

   (ｳ) 中心市街地のにぎわい創出への貢献 

     西条駅周辺部分の移動環境の整備により、にぎわいの創出に貢献する。 

  ウ 持続可能な交通 

    公共交通を中心とした交通体系環境負荷の軽減、都市の健全な発展と秩序

ある整備の両立を図るとともに、公共交通の多面的な効果を発現させるこ

とで、将来にわたって持続可能な移動環境を構築する。 

   (ｱ) 環境負荷の軽減 

     公共交通の利用促進、道路混雑の緩和など、環境にやさしい交通網を構

築し、環境負荷の軽減を図る。 

   (ｲ) 都市の健全な発展と秩序ある整備につながる交通網の構築 

     コンパクトで集約型の都市構造を形成するための交通網を構築する。 

   (ｳ) ＭａａＳ・交通ＤＸ・交通ＧＸの積極的推進 

    ａ ＭａａＳの積極的推進により、都市での活動総量の向上を図る。 



 

‐３‐ 

    ｂ 自動運転、隊列走行等の最新技術の社会実装など、交通ＤＸ・交通Ｇ

Ｘ推進により省人化・施策効果の波及・拡大を図る。 

   (ｴ) 共創型交通への転換による交通の維持・活性化 

    ａ 観光施設、医療・福祉、教育機関、企業等の新たな公共交通利用者の

掘り起こしを行う。 

    ｂ 分野別輸送サービスの利便性向上を図る。 

    ｃ 公共交通のクロスセクター効果を見える化し、交通事業者の経営安定

化等を多様な関係者との共創により展開する。 

    ｄ 共創型交通への展開に向けたプロジェクトの深化と運営マネジメント

力の向上を図る。 

   エ モビリティ・マネジメント 

     一人一人のモビリティ（移動）が、社会的にも個人的にも望ましい方向

に自発的に変化することを促す、コミュニケーションを中心とした交通

政策を１つの交通施策よりも更に広義に捉え、公共交通等の利用促進と

併せて、個別の取組・施策と一緒に展開する。 

 

 

 

（根拠条例） 

 東広島市議会基本条例 

第１４条 地方自治法第９６条第２項の規定に基づく議会の議決事件は、議会と市

長等が共に市民に対する責任を担いながら、計画的かつ市民の視点に立った透明

性の高い市政の運営に資するため、次に掲げるものとする。 

(2) 市民生活に重大な影響を及ぼすことが予想される計画、施策事業等の策定お

よび変更に関わるもので別に定めるもの 
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議案第９号 

 

   第３期東広島市教育振興基本計画の策定について 

 

                   （教育委員会学校教育部教育総務課） 

 

１ 提案の理由 

本市の豊かな自然環境及び歴史・文化遺産、大学をはじめとする多くの学術研

究機関並びに豊富な人材を生かした本市ならではの教育施策をより一層推進する

ため、第３期東広島市教育振興基本計画を策定しようとするものである。 

２ 計画の概要 

 (1) 計画期間 

   令和６年度から令和１０年度まで 

 (2) 策定の視点 

   これまでの計画の取組を踏まえつつ、教育のＩＣＴ化、「誰一人取り残さな

い」というＳＤＧｓの理念、人口減少という近年の課題等に対処するため、「

ＤＸの推進」、「地域共生」及び「過疎化・少子化」を新たな視点として、本

市の教育環境を取り巻く課題に対応するための施策を展開していく。 

 (3) 基本理念 

   主体的に学び続け、ともに支え合い、豊かな人生を切り拓く「東広島教育」

の創造 

 (4) 基本方針 

  ア 「生きる力」を育み、一人一人の多様な個性・能力を伸ばす教育の推進 

    新しい時代に求められる資質・能力を育成するため、個別最適な学びと協 

   働的な学びを一体的に充実させ、「生きる力」を育み、子供たち一人一人の

多様な個性や能力を伸ばす教育を推進する。 

  イ 全ての人の可能性を引き出す共生社会の実現に向けた教育の推進 

    誰一人取り残されず、全ての人の可能性を引き出す学びを実現するため、 

   子供たち一人一人が相互に多様性を認め合い、高め合う学びを充実させ、共

生社会の実現に向けた教育を推進する。 



‐５‐ 

  ウ 学校、家庭、地域や企業等の連携・協働による社会総がかりでの教育の推

進 

    次代を担う青少年が将来に夢と希望をもち、主体性と創造性をもった人間 

   として健やかに成長し、活動していくことができる安全・安心な社会環境を 

   形成するため、学校、家庭、地域や企業、関係機関等が連携・協働して、社

会総がかりでの教育を推進する。 

  エ 生涯学び、活躍できる環境の整備と学びを通じたまちづくりの推進 

    市民の豊かな学びを実現するため、市全体が市民の学びを支えるキャンパ 

   スとなるよう、身近な学習機会から大学や試験研究機関等と連携した高度で 

   専門的な学習機会にいたるまで、市民が生涯にわたり主体的に学び、その成 

   果を生かすことのできる環境の整備と学びを通じたまちづくりを推進する。 

  オ 教育ＤＸを含めた安全・安心で充実した教育活動を行うための基盤整備の

推進 

    新しい時代の学びを実現するため、教職員の働きがいや働きやすさなどの 

   魅力を発信し、質の高い人材の確保と育成に努めるとともに、施設・設備の 

   機能を充実させ、教育のデジタル化に向けた基盤整備を推進する。 

 

 

 

（根拠条例） 

 東広島市議会基本条例 

第１４条 地方自治法第９６条第２項の規定に基づく議会の議決事件は、議会と市 

 長等が共に市民に対する責任を担いながら、計画的かつ市民の視点に立った透明 

 性の高い市政の運営に資するため、次に掲げるものとする。 

 (2) 市民生活に重大な影響を及ぼすことが予想される計画、施策事業等の策定お

よび変更に関わるもので別に定めるもの 
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議案第１０号 

 

市道の路線の認定について 

 

（建設部建設管理課）  

 

提案の要旨 

一般交通の用に供するため、次の路線を市道として認定しようとするものであ

る。 

路 線 名 認  定  の  理  由 

寺家南６８号線 住宅団地内の道路を市道として認定し、一般交通の用に

供する必要がある。 下 見 ５ ５ 号 線 

田口東５７号線 

田口東５８号線 

御薗宇東８４号線 

御薗宇東８５号線 

御薗宇西６２号線 

米満東１５号線 

八本松３０号線 

上 組 ２ ５ 号 線 

中 組 ６ ７ 号 線 

宗 吉 北 ８ 号 線 

高屋西１７号線 

郷 ５ ８ 号 線 

西高屋駅南北線 
西高屋駅南北自由通路の開設に伴う新設道路を市道とし

て認定し、一般交通の用に供する必要がある。 

造 賀 河 戸 線 農道の管理の見直しを行った当該農道を市道として認定

し、一般交通の用に供する必要がある。 小 松 原 大 芝 線 

 

 

（根拠法令） 

道路法 

第８条 

２ 市町村長が前項の規定により路線を認定しようとする場合においては、あらか

じめ当該市町村の議会の議決を経なければならない。 
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議案第１１号 

 

   委託契約の変更について 

 

                          （都市部都市整備課）  

 

１ 変更の理由 

  令和３年２月２６日議決第２５号により議決を経た西高屋駅南北自由通路等工

事委託に関する基本協定について、工事の内容の一部を変更する必要が生じたた

め、委託契約金額を変更しようとするものである。 

２ 変更の内容 

原契約金額 変更契約金額 増加額 

１３億２,０２９万５,０００円 １４億７,３６３万２,０００円 １億５,３３３万７,０００円 

３ 変更後の委託契約の内容 

 (1) 工事の場所 

   東広島市高屋町中島 

 (2) 契約の相手方 

   西日本旅客鉄道株式会社 

 (3) 工期 

   令和３年２月２７日から令和８年３月３１日まで 

 

 

 

 （根拠条例） 

 議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５号の規定によ

り議会の議決に付さなければならない契約は、予定価格１億５,０００万円以上

の工事又は製造の請負とする。 
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議案第１２号 

 

   東広島市工場立地法地域準則条例の制定について 

 

（産業部産業振興課）  

 

１ 制定の理由 

産業用地を効率的に活用し、市内の産業の活性化を図ることを目的として、工

場立地法に規定する緑地面積率等を緩和するための準則を定めようとするもので

ある。 

２ 条例の内容 

(1) 区域（第３条関係） 

他の準則によることとすることが適切であると認められる区域は、本市の区

域のうち、次に掲げるものとする。 

ア 都市計画法に規定する準工業地域（以下「準工業地域」という。） 

イ 都市計画法に規定する工業地域及び工業専用地域並びに同法に規定する用

途地域の定めのない地域（以下「工業地域等」という。） 

(2) 緑地及び環境施設の面積の敷地面積に対する割合（第４条関係） 

(1)に掲げる区域の緑地面積率及び環境施設面積率（(3)において「緑地面積

率等」という。）は、次の表のとおりとする。 

区 域 緑地面積率 環境施設面積率 

準工業地域 １００分の１０以上 １００分の１５以上 

工業地域等 １００分の５以上 １００分の１０以上 

(3) 敷地が２以上の区域にわたる場合の適用（第５条関係） 

特定工場の敷地が準工業地域、工業地域等又はこれらの区域以外の区域のう

ち、２以上の区域にわたる場合における(2)の表の適用については、当該敷地

のそれぞれの区域の敷地割合につき、準工業地域又は工業地域等の敷地割合が

最も高い場合には当該敷地割合が最も高い区域に係る同表の緑地面積率等を当

該敷地の全部に適用し、同表に掲げる区域以外の区域の敷地割合が最も高い場

合には同表に掲げる緑地面積率等を当該敷地の全部に適用しない。 

(4) 建築物屋上等緑化施設等の緑地面積への算入割合（第６条関係） 
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準工業地域及び工業地域等における緑地面積率の算定において、緑地以外の

環境施設以外の施設又は太陽光発電施設と重複する土地及び建築物屋上等緑化

施設については、敷地面積に緑地面積率を乗じて得た面積の１００分の５０の

割合を超えて緑地面積率の算定に用いる緑地の面積に算入することができな

い。 

(5) 本市に隣接する地方公共団体の長との協議（第７条関係） 

特定工場の敷地が本市に隣接する地方公共団体の区域にわたる場合における

この条例の規定の適用については、市長が当該地方公共団体の長と協議して定

める。 

３ 施行期日 

  令和６年４月１日 

 

 

 

 （根拠法令） 

 工場立地法 

第４条の２ 市町村（－略－）は、当該市町村の区域のうちに、その自然的、社会

的条件から判断して、緑地及び環境施設のそれぞれの面積の敷地面積に対する割

合に関する事項（以下この条において「緑地面積率等」という。）に係る前条第

１項の規定により公表された準則によることとするよりも、他の準則によること

とすることが適切であると認められる区域があるときは、その区域における緑地

面積率等について、条例で、次項の基準の範囲内において、同条第１項の規定に

より公表された準則に代えて適用すべき準則（－略－）を定めることができる。 
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議案第１３号 

 

   東広島市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等 

に関する条例の一部改正について 

 

（総務部総務課）  

 

１ 改正の要旨 

  行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の一

部改正に伴い、用語の定義を定めるとともに、同法を引用している規定について

所要の規定の整備を行おうとするものである。 

２ 施行期日 

  行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の

一部を改正する法律の施行の日 

 

 

 

 （根拠法令） 

 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律 

第９条  

２ 地方公共団体の長その他の執行機関は、福祉、保健若しくは医療その他の社会

保障、地方税（－略－）又は防災に関する事務その他の事務であって条例で定め

るものの処理に関して保有する特定個人情報ファイルにおいて個人情報を効率的

に検索し、及び管理するために必要な限度で個人番号を利用することができる。

－略－ 

第１９条 何人も、次の各号のいずれかに該当する場合を除き、特定個人情報の提

供をしてはならない。 

 (11) 地方公共団体の機関が、条例で定めるところにより、当該地方公共団体の

他の機関に、その事務を処理するために必要な限度で特定個人情報を提供する

とき。 



‐１１‐ 

議案第１４号 

 

   職員の給与に関する条例等の一部改正について 

 

（総務部職員課）  

 

１ 改正の理由 

  職員の申告を考慮して勤務時間を割り振ることを可能とするに当たり、関係条

例における勤務時間の割振りに係る規定その他所要の規定の整備を行おうとする

ものである。 

２ 改正の内容 

 (1) 時間外勤務（第１条関係） 

週休日とされた日において特に勤務することを命ぜられた場合において、職

員の申告を考慮して勤務時間を割り振られた１週間の正規の勤務時間を超えて

勤務することを命ぜられた職員には、正規の勤務時間を超えて勤務した全時間

に対して、所定の時間外勤務手当を支給することとする。 

 (2) 水道業務に従事する職員の特殊勤務手当（第２条関係） 

職員の申告を考慮して割り振られた勤務時間を正規の勤務時間とし、当該勤

務時間に対しては、特殊勤務手当を支給しないこととする。 

 (3) 時間外勤務代休時間（第３条関係） 

任命権者は、時間外勤務手当を支給すべき職員に対して、時間外勤務手当の

一部の支給に代わる措置の対象となるべき時間として、職員の申告を考慮して

割り振られた勤務時間を正規の勤務時間として、その全部又は一部を指定する

ことができることとする。 

３ 施行期日 

  令和６年４月１日 

 

 

 

 （根拠法令） 
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 地方公務員法 

第２４条 

５ 職員の給与、勤務時間その他の勤務条件は、条例で定める。 
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議案第１５号 

 

   東広島市手数料条例の一部改正について 

 

（財務部財政課）  

 

１ 改正の理由 

  地方公共団体の手数料の標準に関する政令、建築基準法及び建築基準法施行令

の一部改正に伴い、新たに徴収する手数料を定め、手数料の額を改定し、並びに

その他所要の規定の整備を行うとともに、建築物のエネルギー消費性能の向上に

関する法律及び建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律施行規則の一部

改正によりこれらの法令の題名が改正されたことに伴い、これらの法令を引用し

ている規定の整理を行おうとするものである。 

２ 改正の内容 

(1) 地方公共団体の手数料の標準に関する政令の一部改正に伴い、戸籍法（昭和

２２年法律第２２４号）に基づく戸籍に関する事務に係る手数料を次のとおり

定める。（別表第１関係） 

  ア 磁気ディスクをもって調製された戸籍に記録されている事項の全部若しく 

   は一部を証明した書面（以下「戸籍証明書」という。）又は磁気ディスクを 

   もって調製された除かれた戸籍に記録されている事項の全部若しくは一部を 

   証明した書面（以下「除籍証明書」という。）の請求が本籍地以外の市町村 

   長に対してされた場合における当該請求に係る戸籍証明書又は除籍証明書の 

   交付に係る手数料 

区 分 名  称 単 位 金額 

戸籍証明書の交付 戸籍謄本・抄本交付手数料 １通につき 450円 

除籍証明書の交付 除籍謄本・抄本交付手数料 １通につき 750円 

  イ 戸籍電子証明書提供用識別符号（戸籍電子証明書（磁気ディスクをもって 

   調製された戸籍に記録された事項の全部又は一部を証明した電磁的記録をい 

   う。以下同じ。）を識別することができるように付される一定の符号をい 

   う。以下同じ。）及び除籍電子証明書提供用識別符号（除籍電子証明書（磁 

   気ディスクをもって調製された除かれた戸籍に記録された事項の全部又は一 
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   部を証明した電磁的記録をいう。以下同じ。）を識別することができるよう 

   に付される一定の符号をいう。以下同じ。）の発行（当該発行に係る請求が 

   電子情報処理組織を使用する一定の方法により行われた場合及び当該戸籍電 

   子証明書提供用識別符号の発行に係る戸籍電子証明書の請求を行う者が同時 

   に当該戸籍電子証明書が証明する事項と同一の事項を証明する戸籍の謄本若 

   しくは抄本又は戸籍証明書（除籍電子証明書提供用識別符号の発行に係る除 

   籍電子証明書の請求を行う者にあっては、当該除籍電子証明書が証明する事 

   項と同一の事項を証明する除かれた戸籍の謄本若しくは抄本又は除籍証明 

   書）の請求を行う場合に係る当該発行を除く。）に係る手数料 

区 分 名 称 単 位 金額 

戸籍電子証明

書提供用識別

符号の発行 

戸籍電子証明書提供用

識別符号発行手数料 

戸籍電子証明書提供用

識別符号１件につき 

400円 

除籍電子証明

書提供用識別

符号の発行 

除籍電子証明書提供用

識別符号発行手数料 

除籍電子証明書提供用

識別符号１件につき 

700円 

  ウ 届書等情報（受理した届書等（届書若しくは申請書又はその他の書類で戸 

   籍の記載をするために必要な一定のものをいう。）の画像情報をいう。以下 

   同じ。）に係る手数料 

区 分 名 称 単 位 金額 

届書等情報の内容

の証明書の交付 

届出・申請の受理又

は届書その他の書類

記載事項証明書交付

手数料 

１通につき 350円 

届書等情報の内容

を表示したものを

閲覧に供する事務 

届書その他の書類閲

覧手数料 

書類又は届書等情報

の内容を表示したも

の１件につき 

350円 

(2) 建築基準法及び建築基準法施行令の一部改正に合わせて、既存の建築物につ

いて大規模の修繕又は大規模の模様替の工事を行う場合における当該工事に関

する制限を緩和する制度に係る認定の申請に係る手数料の額を次のとおり定め

る。（別表第２の２関係） 

区 分 名 称 単 位 金額 

建築物の敷地と道路と

の関係に関する制限 

既存建築物について

大規模の修繕又は大

規模の模様替の工事

を行う場合の建築物 

申請１件につき 27,000円 
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 の敷地と道路との関

係に関する制限の適

用除外に係る認定申

請手数料 

  

道路内における建築に 

関する制限 

既存建築物について

大規模の修繕又は大

規模の模様替の工事

を行う場合の道路内

における建築に関す

る制限の適用除外に

係る認定申請手数料 

申請１件につき 27,000円 

(3) 地方公共団体の手数料の標準に関する政令の一部改正に伴い、消防法（昭和

２３年法律第１８６号）に基づく浮き屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き蓋

付特定屋外タンク貯蔵所に係る危険物施設の設置の許可の申請に対する審査に

係る手数料を次のとおり改定する。（別表第３関係） 

区  分 現 行 改 正 

危険物の貯蔵最大数量が1,000kl以上5,000kl

未満のもの 

1,180,000円 1,450,000円 

危険物の貯蔵最大数量が5,000kl以上10,000k

l未満のもの 

1,410,000円 1,720,000円 

危険物の貯蔵最大数量が10,000kl以上50,000

kl未満のもの 

1,590,000円 1,920,000円 

危険物の貯蔵最大数量が50,000kl以上100,00

0kl未満のもの 

1,950,000円 2,360,000円 

危険物の貯蔵最大数量が100,000kl以上200,0

00kl未満のもの 

2,270,000円 2,740,000円 

危険物の貯蔵最大数量が200,000kl以上300,0

00kl未満のもの 

4,550,000円 5,640,000円 

危険物の貯蔵最大数量が300,000kl以上400,0

00kl未満のもの 

5,820,000円 7,240,000円 

危険物の貯蔵最大数量が400,000kl以上のも

の 

7,070,000円 8,790,000円 

(4) 地方公共団体の手数料の標準に関する政令の一部改正に伴い、高圧ガス保安

法（昭和２６年法律第２０４号）に基づく移動式製造設備のみを使用して高圧

ガスを製造する者に係る高圧ガスの製造の許可の申請に対する審査に係る手数

料のうち、当該許可に係る移動式製造設備について液化石油ガスの保安の確保

及び取引の適正化に関する法律に基づく液化石油ガスを充てんする設備として

の許可を要する場合に係るものを次のとおり定める。（別表第３関係） 
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名  称 単 位 金 額 

高圧ガス製造許可申請手数料（移動式製造設 

備のみを使用して高圧ガスを製造する者に限

る。） 

申請１件につき 6,000円 

３ 施行期日等 

 (1) 施行期日 

  ア 戸籍法に基づく事務に係る手数料に関する規定 令和６年３月１日 

  イ その他の規定 令和６年４月１日 

(2) 経過措置 

   消防法に基づく事務及び高圧ガス保安法に基づく事務に係る手数料に関する

規定は、(1)イに掲げる日以後にされる申請に係る手数料について適用する。 

 

 

 

 （根拠法令） 

 地方自治法 

第２２８条 分担金、使用料、加入金及び手数料に関する事項については、条例で

これを定めなければならない。この場合において、手数料について全国的に統一

して定めることが特に必要と認められるものとして政令で定める事務（以下本項

において「標準事務」という。）について手数料を徴収する場合においては、当

該標準事務に係る事務のうち政令で定めるものにつき、政令で定める金額の手数

料を徴収することを標準として条例を定めなければならない。 
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1議案第１６号 

 

   東広島市介護保険条例の一部改正について 

 

                        （健康福祉部介護保険課）  

 

１ 改正の理由 

被保険者が要介護状態等となることを予防するために実施している事業のう

ち、一部の事業の位置付けを変更するとともに、介護保険法施行令の一部改正に

伴う介護保険の第１号被保険者に係る保険料の所得区分の見直し等に合わせて、

令和６年度から令和８年度までの各年度の保険料等の改定その他所要の規定の整

理を行おうとするものである。 

２ 改正の内容 

(1) 保健福祉事業 

   地域支援事業として実施していた事業のうち、地域における介護予防支援拠

点の運営支援に係る事業を保健福祉事業として実施することとする。（第１条

の３関係） 

(2) 保険料 

   第１号被保険者に係る保険料の適用期間を更新し、令和６年度から令和８年

度までとするとともに、当該保険料の所得区分及びその年額を次のとおり改定

する。（第２条関係） 

区分 
所 得 区 分 保険料の年額 

現  行 改  正 現 行 改 正 

１ 本人が老齢福祉年金の受給者でその属する

世帯の全員が市町村民税非課税のもの、生

活保護受給者に該当する者又は本人及びそ

の属する世帯の全員が市町村民税非課税の

者で前年中の本人の公的年金等の収入金額

等が８０万円以下であるもの等に該当する

者 

34,200円 29,484円 

２ 本人及びその属する世帯の全員が市町村民

税非課税の者で、前年中の本人の公的年金

等の収入金額等が８０万円を超え、１２０

万円以下であるもの等に該当する者 

44,460円 44,388円 
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３ 本人及びその属する世帯の全員が市町村民

税非課税の者で、前年中の本人の公的年金

等の収入金額等が１２０万円を超えるもの

等に該当する者 

51,300円 44,712円 

４ 本人が市町村民税非課税の者で、前年中の

公的年金等の収入金額等が８０万円以下の

もの等に該当する者 

58,140円 55,080円 

５ 本人が市町村民税非課税の者等に該当する

もの 

68,400円 64,800円 

６ 本人が市町村民税課税の者で、前年の合計

所得金額が１２０万円未満であるもの等に

該当する者 

82,080円 77,760円 

７ 本人が市町村民税課税の者で、前年の合計

所得金額が１２０万円以上２１０万円未満

であるもの等に該当する者 

88,920円 84,240円 

８ 本人が市町村民税課税の者で、前年の合計

所得金額が２１０万円以上３２０万円未満

であるもの等に該当する者 

102,600円 97,200円 

９ 本人が市町村民税課税の者で、前年の合計

所得金額が３２０万円以上４２０万円未満

であるもの等に該当する者 

116,280円 110,160円 

１０ 本人が市町村民税課

税の者で、前年の合

計所得金額が４２０

万円以上６２０万円

未満であるもの等に

該当する者 

本人が市町村民税課

税の者で、前年の合

計所得金額が４２０

万円以上５２０万円

未満であるもの等に

該当する者 

123,120円 117,936円 

１１ 本人が市町村民税課

税の者で、前年の合

計所得金額が６２０

万円以上であるもの

等に該当する者 

本人が市町村民税課

税の者で、前年の合

計所得金額が５２０

万円以上６２０万円

未満であるもの等に

該当する者 

129,960円 121,500円 

１２ － 本人が市町村民税課

税の者で、前年の合

計所得金額が６２０

万円以上７２０万円

未満であるもの等に

該当する者 

－ 128,628円 

１３ － 本人が市町村民税課

税の者で、前年の合

計所得金額が７２０

万円以上であるもの 

－ 129,600円 
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  等に該当する者   

３ 施行期日等 

(1) 施行期日 

   令和６年４月１日 

 (2) 経過措置 

   令和６年度以後の年度分の保険料について適用する。 

 

 

 

（根拠法令） 

地方自治法 

第１４条 普通地方公共団体は、法令に違反しない限りにおいて第２条第２項の事

務に関し、条例を制定することができる。 

 

介護保険法 

第１２９条 

２ 前項の保険料は、第１号被保険者に対し、政令で定める基準に従い条例で定め

るところにより算定された保険料率により算定された保険料額によって課する。 
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議案第１７号 

 

   東広島市国民健康保険税条例の一部改正について 

 

                        （健康福祉部国保年金課）  

 

１ 改正の理由 

  国民健康保険税の基礎課税額、後期高齢者支援金等課税額及び介護納付金課税

額に係る税率等の改定を行うとともに、納税管理人に関する規定その他所要の規

定の整備を行おうとするものである。 

２ 改正の内容 

 (1) 基礎課税額、後期高齢者支援金等課税額及び介護納付金課税額の税率等の改

  定 

  ア 基礎課税額の所得割額の税率、被保険者均等割額及び世帯別平等割額を次

のとおり改定する。（第３条、第４条、第５条関係） 

区  分 現 行 改 正 

所得割額の税率 １００分の６.６２ １００分の７.３ 

被保険者均等割額 

（被保険者１人につき） 

２万７,９５０円 ３万１,２６１円 

世帯別平等割

額（１世帯に

つき） 

 

特定世帯及び

特定継続世帯

以外の世帯 

１万８,２９４円 ２万１８６円 

特定世帯 ９,１４７円 １万９３円 

特定継続世帯 １万３,７２０円 １万５,１３９円 

  イ 後期高齢者支援金等課税額の所得割額の税率、被保険者均等割額及び世帯

別平等割額を次のとおり改定する。（第６条、第７条、第８条関係） 

区  分 現 行 改 正 

所得割額の税率 １００分の２.４４ １００分の２.７９ 

被保険者均等割額 

（被保険者１人につき） 

 １万２８８円 １万１,６０１円 

世帯別平等割

額（１世帯に

つき） 

特定世帯及び

特定継続世帯 

以外の世帯 

  ６,５６３円 

 

  ７,４９１円 

特定世帯    ３,２８１円   ３,７４５円 

特定継続世帯 ４,９２２円 ５,６１８円 
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  ウ 介護納付金課税額の所得割額の税率、被保険者均等割額及び世帯別平等割

額を次のとおり改定する。（第９条、第１０条、第１１条関係） 

区  分 現 行 改 正 

所得割額の税率 １００分の２.０７ １００分の２.０９ 

被保険者均等割額 

（被保険者１人につき） 

  １万６０５円   １万７０９円 

世帯別平等割額 

（１世帯につき） 

  ５,１８２円   ５,２４７円 

 (2) 基礎課税額、後期高齢者支援金等課税額及び介護納付金課税額の減額措置に

ついて、その減額する額を次のとおり改定する。（第２５条関係） 

  ア 世帯主及びその世帯に属する国民健康保険の被保険者の前年の総所得金額

及び山林所得金額の合算額（イ及びウにおいて「合算額」という。）が、４

３万円を超えない世帯（(3)ア及びイにおいて「１０分の７軽減世帯」とい

う。） 

   (ｱ) 基礎課税額から減額する額 

区  分 現 行 改 正 

被保険者均等割額 

（被保険者１人につき） 

１万９,５６５円 ２万１,８８３円 

世帯別平等割

額（１世帯に

つき） 

特定世帯及び

特定継続世帯

以外の世帯 

１万２,８０６円 １万４,１３１円 

特定世帯   ６,４０３円   ７,０６６円 

特定継続世帯   ９,６０４円  １万５９８円 

   (ｲ) 後期高齢者支援金等課税額から減額する額 

区  分 現 行 改 正 

被保険者均等割額 

（被保険者１人につき） 

７,２０２円 ８,１２１円 

世帯別平等割

額（１世帯に

つき） 

特定世帯及び

特定継続世帯

以外の世帯 

４,５９５円 ５,２４４円 

特定世帯 ２,２９７円 ２,６２２円 

特定継続世帯 ３,４４６円 ３,９３３円 

   (ｳ) 介護納付金課税額から減額する額 

区  分 現 行 改 正 

被保険者均等割額 

（被保険者１人につき） 

７,４２４円 ７,４９７円 

世帯別平等割額 

（１世帯につき） 

３,６２８円 ３,６７３円 
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  イ 合算額が、４３万円に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき２９万

円を加算した金額を超えない世帯（(3)ア及びイにおいて「１０分の５軽減

世帯」という。） 

   (ｱ) 基礎課税額から減額する額 

区  分 現 行 改 正 

被保険者均等割額 

（被保険者１人につき） 

１万３,９７５円 １万５,６３１円 

世帯別平等割

額（１世帯に

つき） 

特定世帯及び

特定継続世帯

以外の世帯 

９,１４７円 １万９３円 

特定世帯 ４,５７４円 ５,０４７円 

特定継続世帯 ６,８６０円 ７,５７０円 

   (ｲ) 後期高齢者支援金等課税額から減額する額 

区  分 現 行 改 正 

被保険者均等割額 

（被保険者１人につき） 

５,１４４円 ５,８０１円 

世帯別平等割

額（１世帯に

つき） 

特定世帯及び

特定継続世帯

以外の世帯 

３,２８２円 ３,７４６円 

特定世帯 １,６４１円 １,８７３円 

特定継続世帯 ２,４６１円 ２,８０９円 

   (ｳ) 介護納付金課税額から減額する額 

区  分 現 行 改 正 

被保険者均等割額 

（被保険者１人につき） 

５,３０３円 ５,３５５円 

世帯別平等割額 

（１世帯につき） 

２,５９１円 ２,６２４円 

  ウ 合算額が、４３万円に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき５３万

５,０００円を加算した金額を超えない世帯（(3)ア及びイにおいて「１０分

の２軽減世帯」という。） 

   (ｱ) 基礎課税額から減額する額 

区  分 現 行 改 正 

被保険者均等割額 

（被保険者１人につき） 

５,５９０円 ６,２５３円 

世帯別平等割 特定世帯及び ３,６５９円 ４,０３８円 

額（１世帯に

つき） 

特定継続世帯

以外の世帯 

  

特定世帯 １,８３０円 ２,０１９円 
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 特定継続世帯 ２,７４４円 ３,０２８円 

   (ｲ) 後期高齢者支援金等課税額から減額する額 

区  分 現 行 改 正 

被保険者均等割額 

（被保険者１人につき） 

２,０５８円 ２,３２１円 

世帯別平等割

額（１世帯に 

つき） 

特定世帯及び

特定継続世帯 

以外の世帯 

１,３１３円 １,４９９円 

特定世帯 ６５７円 ７４９円 

特定継続世帯 ９８５円 １,１２４円 

   (ｳ) 介護納付金課税額から減額する額 

区  分 現 行 改 正 

被保険者均等割額 

（被保険者１人につき） 

２,１２１円 ２,１４２円 

世帯別平等割額 

（１世帯につき） 

１,０３７円 １,０５０円 

 (3) 納税義務者の世帯内に未就学児がある場合における当該納税義務者に対して

課する被保険者均等割額の減額措置について、被保険者均等割額から未就学児

１人につき減額する額を次のとおり改定する。（第２５条関係） 

  ア 基礎課税額の被保険者均等割額 

区  分 現 行 改 正 

１０分の７軽減世帯 ４,１９３円 ４,６８９円 

１０分の５軽減世帯 ６,９８８円 ７,８１５円 

１０分の２軽減世帯 １万１,１８０円 １万２,５０４円 

上記以外の世帯 １万３,９７５円 １万５,６３１円 

イ 後期高齢者支援金等課税額の被保険者均等割額 

区  分 現 行 改 正 

１０分の７軽減世帯 １,５４３円 １,７４０円 

１０分の５軽減世帯 ２,５７２円 ２,９００円 

１０分の２軽減世帯 ４,１１５円 ４,６４０円 

上記以外の世帯 ５,１４４円 ５,８０１円 

 (4) 納税管理人（第２７条、第２８条関係） 

  ア 納税管理人の申告等 

   (ｱ) 国民健康保険税の納税義務者は、市内に住所又は居所を有しない場合に

おいては、市の区域内に住所、居所、事務所若しくは事業所（以下「住所

等」という。）を有する者（個人にあっては、独立の生計を営むものに限

る。）のうちから納税管理人を定め、これを定める必要が生じた日から１
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０日以内に納税管理人申告書を市長に提出し、又は市の区域外に住所等を

有する者（個人にあっては、独立の生計を営むものに限る。）のうち納税

に関する一切の事項の処理につき便宜を有するものを納税管理人として定

めることについて納税管理人承認申請書を市長に同日から１０日以内に提

出してその承認を受けなければならないこととする。 

   (ｲ) (ｱ)にかかわらず、当該納税義務者は、当該納税義務者に係る国民健康

保険税の徴収の確保に支障がないことについて市長に申請書を提出してそ

の認定を受けたときは、納税管理人を定めることを要しない。 

 イ 納税管理人に係る不申告に関する過料 

   ア(ｲ)の認定を受けていない国民健康保険税の納税義務者で納税管理人に係

る承認を受けていないものが申告すべき納税管理人について正当な理由なく申

告しなかった場合においては、その者に対し、１０万円以下の過料を科する。 

３ 施行期日等 

 (1) 施行期日 

   令和６年４月１日 

 (2) 経過措置 

令和６年度以後の年度分の国民健康保険税について適用する。 

 

 

 

 （根拠法令） 

 地方税法 

第３条 地方団体は、その地方税の税目、課税客体、課税標準、税率その他賦課徴

収について定をするには、当該地方団体の条例によらなければならない。 
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議案第１８号 

 

東広島市乳幼児等医療費支給条例の一部改正について 

 

                      （こども未来部こども家庭課）  

 

１ 改正の要旨 

  乳幼児等に係る医療費の負担を軽減することを目的として、通院に係る乳幼児

等医療費の支給対象となる乳幼児等の範囲を拡大し、受給資格者の要件に係る所

得制限を廃止するとともに、乳幼児等医療費からこども医療費への名称の変更そ

の他所要の規定の整備を行おうとするものである。 

現  行 改  正 

０歳から満１５歳に達する日以後の

最初の３月３１日まで 

０歳から満１８歳に達する日以後の

最初の３月３１日まで 

２ 施行期日等 

 (1) 施行期日 

   令和６年１０月１日等 

 (2) 経過措置 

  ア 施行日以後の受給資格の認定について適用する。 

  イ 施行日以後に行われる医療等に係るこども医療費の給付について適用す

る。 

 

 

 

 （根拠法令） 

 地方自治法 

第１４条 普通地方公共団体は、法令に違反しない限りにおいて第２条第２項の事

務に関し、条例を制定することができる。 

 

 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律 

第９条  
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２ 地方公共団体の長その他の執行機関は、福祉、保健若しくは医療その他の社会

保障、地方税（－略－）又は防災に関する事務その他の事務であって条例で定め

るものの処理に関して保有する特定個人情報ファイルにおいて個人情報を効率的

に検索し、及び管理するために必要な限度で個人番号を利用することができる。

－略－ 

第１９条 何人も、次の各号のいずれかに該当する場合を除き、特定個人情報の提

供をしてはならない。 

 (11) 地方公共団体の機関が、条例で定めるところにより、当該地方公共団体の

他の機関に、その事務を処理するために必要な限度で特定個人情報を提供する

とき。 
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議案第１９号 

 

   東広島市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する 

   基準を定める条例の一部改正について 

 

                         （こども未来部保育課）  

 

１ 改正の理由 

  特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施

設等の運営に関する基準の一部改正に伴い、重要事項の掲示等及び電磁的方法に

よる書面等の交付等に係る基準の見直しを行おうとするものである。 

２ 改正の内容 

 (1) 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業者は、特定教育・保育施設（特

定地域型保育事業者にあっては、特定地域型保育事業）の運営についての重要

事項に関する規程の概要、職員の勤務の体制、利用者負担その他の利用申込者

の特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業の選択に資すると認められる重

要事項を電気通信回線に接続して行う自動公衆送信により公衆の閲覧に供しな

ければならないこととする。（第２３条関係） 

 (2) 特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業者が、書面等の交付又は提出に

代えて、ファイルに当該書面等に記載すべき事項を記録したものを交付する方

法により当該事項を提供する場合において、当該ファイルを調製する記録媒体

の種類を限らないこととする。（第５３条関係） 

３ 施行期日 

  公布の日等 

 

 

 

 （根拠法令） 

 子ども・子育て支援法 

第３４条 
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２ 特定教育・保育施設の設置者は、市町村の条例で定める特定教育・保育施設の

運営に関する基準に従い、特定教育・保育（特定教育・保育施設が特別利用保育

又は特別利用教育を行う場合にあっては、特別利用保育又は特別利用教育を含

む。－略－）を提供しなければならない。 

第４６条 

２ 特定地域型保育事業者は、市町村の条例で定める特定地域型保育事業の運営に 

関する基準に従い、特定地域型保育を提供しなければならない。 
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議案第２０号 

 

   東広島市企業立地促進条例及び東広島市産業集積促進条例の一部改正 

について 

 

                          （産業部産業振興課）  

 

１ 改正の理由 

本市の産業の継続的な発展に資することを目的として、東広島市企業立地促進

条例及び東広島市産業集積促進条例の有効期限を延長するとともに、助成措置に

係る指定の申請及び決定並びに指定等の取消しに関する規定その他所要の規定の

整備を行おうとするものである。 

２ 改正の内容 

(1) 指定の申請及び決定（第１条、第２条関係） 

市長は、助成措置の指定事業者を指定するときは、必要と認める条件を付す

ることができることとする。 

(2) 指定等の取消し（第１条、第２条関係） 

市長は、指定事業者が、指定に付された条件に違反したとき、又は正当な理

由なく、指定に係る工場等の操業を開始することなく当該指定を受けた日から

起算して５年を経過したときは、当該指定又は助成金の交付の決定の全部又は

一部を取り消すことができることとする。 

(3) 条例の有効期限の延長（第１条、第２条関係） 

条例の有効期限を令和１１年３月３１日まで延長する。 

３ 施行期日等 

(1) 施行期日 

ア 条例の有効期限の延長に関する規定等 公布の日 

イ その他の規定 令和６年４月１日 

(2) 経過措置 

令和６年４月１日以後に指定の申請をする者に係る助成措置について適用す

る。 
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 （根拠法令） 

 地方自治法 

第１４条 普通地方公共団体は、法令に違反しない限りにおいて第２条第２項の事

務に関し、条例を制定することができる。 
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議案第２１号 

 

   東広島市漁港管理条例の一部改正について 

 

                          （建設部技術企画課）  

 

１ 改正の理由 

  漁港における放置艇をその所有者等に適正に管理させることを目的として、新

たにプレジャーボートを係留することができる区域等及び係留に係る使用料を定

めるとともに、漁港漁場整備法の一部改正に伴い、所要の規定の整備を行おうと

するものである。 

２ 改正の内容 

 (1) プレジャーボートの係留を目的とする次に掲げる管理漁港施設（以下「プレ

ジャーボート用泊地」という。）の使用をしようとする者は、市長の許可を受

けなければならないこととする。（第１０条関係） 

  ア 市長が漁港の区域の目的又は用途を妨げないと認められる範囲内において

指定するプレジャーボートを係留させるための区域及びこれへのプレジャ

ーボートの係留の用に供する工作物を設置することとなる当該区域に接す

る岸壁、物揚場、防波堤その他の漁港施設（以下「小型船舶用泊地等」とい

う。） 

  イ 市長が船舶の航行の安全等の確保及び周辺の生活環境等の保全に支障を及

ぼさないと認められる範囲内において指定する、プレジャーボートを暫定的

に係留させるための区域及びこれへのプレジャーボートの係留の用に供す

る工作物を設置することとなる当該区域に接する岸壁、物揚場、防波堤その

他の漁港施設（以下「暫定係留区域等」という。） 

 (2) プレジャーボート用泊地を使用する場合における管理漁港施設使用料の額を

次のとおり定める。（別表第１関係） 

区 分 単 位 金 額 

小型船舶用泊地等 １隻当たり船舶の長さ

１メートル１月につき 

３００円 

暫定係留区域等 

３ 施行期日等 
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 (1) 施行期日 

   令和６年４月１日 

 (2) プレジャーボート用泊地の使用に係る管理漁港施設使用料の徴収の特例 

   プレジャーボート用泊地の使用に係る管理漁港施設使用料は、令和７年３月

３１日までの間においては、これを徴収しないものとする。 

 

 

 

 （根拠法令） 

 地方自治法 

第２２８条 分担金、使用料、加入金及び手数料に関する事項については、条例で

これを定めなければならない。－略－ 

第２４４条の２ 普通地方公共団体は、法律又はこれに基づく政令に特別の定めが

あるものを除くほか、公の施設の設置及びその管理に関する事項は、条例でこれ

を定めなければならない。 
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議案第２２号 

 

   東広島市安芸津港港湾施設管理条例の一部改正について 

 

                          （建設部技術企画課）  

 

１ 改正の理由 

  港湾における放置艇をその所有者等に適正に管理させることを目的として、新

たにプレジャーボートを係留することができる区域等及び係留に係る使用料を定

めるとともに、所要の規定の整備を行おうとするものである。 

２ 改正の内容 

 (1) プレジャーボートの係留を目的とする使用にあっては、次に掲げる港湾施設

を使用する場合に限り、港湾施設の目的又は用途を妨げない限度において、規

則で定めるところにより、市長の許可を受けて、当該港湾施設の目的以外の目

的又は用途以外の用途に使用することができることとする。（第３条関係） 

  ア 市長が港湾区域の目的又は用途を妨げないと認められる範囲内において指

定するプレジャーボートを係留させるための区域及びこれへのプレジャー

ボートの係留の用に供する工作物を設置することとなる当該区域に接する

岸壁、物揚場、防波堤その他の港湾施設（以下「小型船舶用泊地等」とい

う。） 

  イ 市長が船舶の航行の安全等の確保及び周辺の生活環境等の保全に支障を及

ぼさないと認められる範囲内において指定するプレジャーボートを暫定的

に係留させるための区域及びこれへのプレジャーボートの係留の用に供す

る工作物を設置することとなる当該区域に接する岸壁、物揚場、防波堤そ

の他の港湾施設（以下「暫定係留区域等」という。） 

 (2) 港湾施設を目的以外の目的又は用途以外の用途の使用であって、プレジャー

ボートの係留を目的として使用する場合における使用料の額を次のとおり定め

る。（別表第３関係） 

使用施設 単 位 金 額 

小型船舶用泊地等 １隻当たり船舶の長さ ３００円 
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暫定係留区域等 １メートル１月につき  

３ 施行期日等 

 (1) 施行期日 

   令和６年４月１日 

 (2) プレジャーボートの係留使用に係る使用料の徴収の特例 

   プレジャーボートの係留使用に係る使用料は、令和７年３月３１日までの間

においては、これを徴収しないものとする。 

 

 

 

 （根拠法令） 

 地方自治法 

第２２８条 分担金、使用料、加入金及び手数料に関する事項については、条例で

これを定めなければならない。－略－ 

第２４４条の２ 普通地方公共団体は、法律又はこれに基づく政令に特別の定めが

あるものを除くほか、公の施設の設置及びその管理に関する事項は、条例でこれ

を定めなければならない。 
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議案第２３号 

 

   都市計画法に基づく開発行為等の許可の基準に関する条例の一部改正    

   について 

 

                          （都市部開発指導課）  

 

１ 改正の要旨 

  市街化調整区域に係る開発行為等の許可の基準に関する区域を明確にすること

を目的として、当該区域の指定の方法を定めるとともに、所要の規定の整備を行

おうとするものである。 

２ 施行期日等 

 (1) 施行期日 

   公布の日 

 (2) 経過措置 

   施行日以後初めてされる指定区域の指定の日前にされた開発行為等の許可の

申請であって、当該指定の際、許可又は不許可の処分がされていないものに係

る許可の基準については、なお従前の例による。 

 

 

 

 （根拠法令） 

 都市計画法 

第３４条 前条の規定にかかわらず、市街化調整区域に係る開発行為（－略－）に

ついては、当該申請に係る開発行為及びその申請の手続が同条に定める要件に該

当するほか、当該申請に係る開発行為が次の各号のいずれかに該当すると認める

場合でなければ、都道府県知事は、開発許可をしてはならない。 

 (11) 市街化区域に隣接し、又は近接し、かつ、自然的社会的諸条件から市街化

区域と一体的な日常生活圏を構成していると認められる地域であつておおむね

５０以上の建築物（－略－）が連たんしている地域のうち、災害の防止その他
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の事情を考慮して政令で定める基準に従い、都道府県（指定都市等又は事務処

理市町村の区域内にあつては、当該指定都市等又は事務処理市町村。以下この

号及び次号において同じ。）の条例で指定する土地の区域内において行う開発

行為で、予定建築物等の用途が、開発区域及びその周辺の地域における環境の

保全上支障があると認められる用途として都道府県の条例で定めるものに該当

しないもの 

 



 

‐３７‐ 

議案第２４号 

 

   東広島市営住宅設置及び管理条例の一部改正について 

 

                            （都市部住宅課）  

 

１ 改正の要旨 

  造賀住宅を廃止しようとするものである。 

２ 施行期日 

  公布の日 

 

 

 

 （根拠法令） 

 地方自治法 

第２４４条の２ 普通地方公共団体は、法律又はこれに基づく政令に特別の定めが

あるものを除くほか、公の施設の設置及びその管理に関する事項は、条例でこれ

を定めなければならない。 

 



 

‐３８‐ 

議案第２５号 

 

   東広島市火災予防条例の一部改正について 

 

                            （消防局予防課）  

 

１ 改正の理由 

消防法施行令の一部改正に伴い、屋内消火栓設備及び自動火災報知設備に関す

る基準について、防火に関する制限の対象の見直しを行おうとするものである。 

２ 改正の内容 

  建築物の主要構造部のうち防火上及び避難上支障がない一部の部分以外の部分

が耐火構造等である防火対象物を、主要構造部の全てが耐火構造等である防火対

象物と同様に、屋内消火栓設備及び自動火災報知設備の設置に係る基準を緩和す

る対象とする。（第５９条、第６２条関係） 

３ 施行期日 

令和６年４月１日 

 

 

 

（根拠法令） 

地方自治法 

第１４条 普通地方公共団体は、法令に違反しない限りにおいて第２条第２項の事

務に関し、条例を制定することができる。 



 


